
（平成２２年９月２９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 8 件

年金記録確認徳島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



徳島国民年金 事案543 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和51年４月から52年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和15年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和36年４月から41年３月まで 

             ② 昭和48年４月から50年３月まで 

             ③ 昭和51年４月から52年３月まで 

昭和41年ころ、Ａ市区町村の職員が自宅を訪ねて来て、国民年金への

加入を勧められたので、その場で夫婦一緒に加入手続を行った。 

    加入手続と同時に、自宅において、昭和36年４月から41年３月までの

国民年金保険料をまとめて、夫婦一緒にＡ市区町村の職員へ納付した。 

    昭和48年４月から50年３月までの期間及び51年４月から52年３月まで

の期間については、妻が夫婦二人分の国民年金保険料を合わせて納付し

ていたと思う。 

    申立期間について、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間③については、12か月と比較的短期間であるとともに、申立

人は、申立期間後の国民年金加入期間について、国民年金保険料をすべ

て納付している。 

    また、Ａ市区町村の国民年金被保険者名簿によれば、申立人は、申立

期間③の前後の期間である昭和50年４月から51年３月までの期間及び52

年４月から53年３月までの期間に係る国民年金保険料をすべて現年度納

付していることが確認できる上、申立期間③の前後を通じて、申立人の

住所等に変更は無く、生活状況に大きな変化は認められないことから申

立期間③のみが未納とされていることは不自然である。 

  ２ 一方、申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号は、夫



婦連番で昭和41年６月ころに払い出されたものと推認でき、当該時点は

特例納付実施期間ではなく、申立期間①のうちの36年４月から39年３月

までの国民年金保険料については、時効により納付することができない

期間であり、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

    また、昭和41年６月時点において、申立期間①のうちの39年４月から

41年３月までの国民年金保険料を過年度納付することは可能であったも

のの、Ａ市区町村への照会結果によると、「当市区町村では現年度保険

料しか取り扱っていないため、集金人が過年度保険料の納付書を取り扱

うことはなく、過年度保険料を預かることもなかった。」としているこ

とから、申立期間①に係る国民年金保険料を申立てどおりの方法で納付

することはできなかったと考えられる。 

    さらに、申立期間②については、申立人は、「当該期間に係る国民年

金保険料の納付については、妻に任せていたので分からない。」と供述

しているところ、申立人の妻も、当該期間については未納又は厚生年金

保険被保険者期間となっている上、「当該期間に係る国民年金保険料に

ついては、私が納付したと思うが詳しいことは覚えていない。」と供述

していることなど、申立期間②に係る保険料を納付していたことをうか

がわせる事情は見当たらない。 

    加えて、申立人又は申立人の妻が申立期間①及び②に係る国民年金保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無

く、保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和51年４月から52年３月までの国民年金保険料を納付していたも

のと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島国民年金 事案544 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和51年４月から52年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和15年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和36年４月から41年３月まで 

             ② 昭和48年10月から50年３月まで 

             ③ 昭和51年４月から52年３月まで 

昭和41年ころ、Ａ市区町村の職員が自宅を訪ねて来て、国民年金への

加入を勧められたので、その場で夫婦一緒に加入手続を行った。 

    加入手続と同時に、自宅において、昭和36年４月から41年３月までの

国民年金保険料をまとめて、夫婦一緒にＡ市区町村の職員へ納付した。 

    昭和48年10月から50年３月までの期間及び51年４月から52年３月まで

の期間については、私が夫婦二人分の国民年金保険料を合わせて納付し

ていたと思う。 

    申立期間について、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間③については、12か月と比較的短期間であるとともに、申立

人は、申立期間後の国民年金加入期間について、国民年金保険料をすべ

て納付している。 

    また、Ａ市区町村の国民年金被保険者名簿によれば、申立人は、申立

期間③の前後の期間である昭和50年４月から51年３月までの期間及び52

年４月から53年３月までの期間に係る国民年金保険料をすべて現年度納

付していることが確認できる上、申立期間③の前後を通じて、申立人の

住所等に変更は無く、生活状況に大きな変化は認められないことから申

立期間③のみが未納とされていることは不自然である。 

  ２ 一方、申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号は、夫



婦連番で昭和41年６月ころに払い出されたものと推認でき、当該時点は

特例納付実施期間ではなく、申立期間①のうちの36年４月から39年３月

までの期間は時効により国民年金保険料を納付することができない期間

であり、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

    また、昭和41年６月時点において、申立期間①のうちの39年４月から

41年３月までの国民年金保険料を過年度納付することは可能であったも

のの、Ａ市区町村への照会結果によると、「当市区町村では現年度保険

料しか取り扱っていないため、集金人が過年度保険料の納付書を取り扱

うことはなく、過年度保険料を預かることもなかった。」としているこ

とから、申立期間①に係る国民年金保険料を申立てどおりの方法で納付

することはできなかったと考えられる。 

    さらに、申立期間②については、申立人は、「当該期間に係る国民年

金保険料については、私が納付したと思うが詳しいことは覚えていな

い。」と供述しており、申立人の夫も、当該期間については未納となっ

ている上、「当該期間に係る国民年金保険料の納付については、妻に任

せていたので分からない。」と供述しているなど、申立期間②に係る保

険料を納付していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

    加えて、申立人が申立期間①及び②に係る国民年金保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和51年４月から52年３月までの国民年金保険料を納付していたも

のと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案489 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事業所Ｂ店における資格取

得日に係る記録を昭和 39 年６月 17 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を２万 2,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和15年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和39年６月17日から同年８月１日まで 

私は、昭和 39 年４月にＡ事業所Ｃ店に入社後、Ａ事業所Ｂ店に出向

していた期間を含め、Ａ事業所において、継続して勤務していたにもか

かわらず、同年６月 17 日から同年８月１日までの期間の厚生年金保険

の被保険者記録が無いことに納得できないので、当該期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ａ事業所人事本部人事部長発行

の申立人に係る経歴証明書及びＡ事業所の「申立期間当時のＡ事業所Ｂ店

における従業員の給与支払事務については、Ａ事業所本社の給与担当者が

行っていたため、申立人に係る在籍期間中の厚生年金保険料は控除してい

たと思われる。」との回答から判断すると、申立人が、昭和 39 年４月１日

から平成元年９月 10 日までの期間を通じてＡ事業所に継続して勤務し

（昭和 39年６月 17日にＡ事業所Ｃ店からＡ事業所Ｂ店へ出向の取扱い）、

申立期間においては、Ａ事業所Ｂ店において、厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所Ｂ店に係

る健康保険厚生年金保険被保険者原票の昭和 39 年８月の記録から、２万

2,000 円とすることが妥当である。 



なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、保険料の納付に関する資料は既に廃棄済み

であり、保険料を納付していたか不明としており、このほか、確認できる

関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得な

い。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務

所(当時)に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 



徳島国民年金 事案545 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和53年５月から同年10月までの期間及び54年２月から55年８

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和27年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和53年５月から同年10月まで 

             ② 昭和54年２月から55年８月まで 

昭和53年ころ、Ａ市区町村Ｂ支所において、私が夫婦二人分の国民年

金の手続を行った。送られてきた夫婦二人分の国民年金保険料の納付書

を使用して、私がＡ市区町村Ｂ支所、Ｃ銀行Ｄ支店又は同行Ｅ支店にお

いて、毎月、納付期限内に納付した。 

申立期間について、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、平成11年２月９日付けで昭和53年５月21日の

資格取得日及び同年11月13日の資格喪失日が追加され、同日付けで、55年

９月１日の資格取得日が54年２月１日に訂正されていることが確認できる

上、申立人が申立期間の前後に住民登録していたＦ市区町村が保管する申

立人の国民年金被保険者名簿において、国民年金の資格を51年１月５日に

喪失し、55年９月１日に同資格を取得していることが確認できることから、

申立期間は、当時、未加入期間として取り扱われていたものと考えられる。   

また、申立人は、Ａ市区町村Ｂ支所において、夫婦二人分の国民年金の

手続を行ったと主張しているところ、Ｆ市区町村が保管する申立人の夫に

係る国民年金被保険者名簿において、昭和52年11月26日にＡ市区町村に転

出し、55年９月１日に同市区町村からＦ市区町村へ転入した記録が確認で

きるものの、Ｆ市区町村が保管する申立人に係る国民年金被保険者名簿に

おいては、転出及び転入をうかがわせる記録は無い。 

さらに、Ａ市区町村が保管する国民年金手帳記号番号索引票には、申立

人の夫に係るＦ市区町村で払い出された国民年金手帳記号番号が登載され

ており、国民年金被保険者名簿が確認できるものの、申立人に係るＦ市区



町村で払い出された国民年金手帳記号番号は登載されておらず、国民年金

被保険者名簿も確認できない上、Ａ市区町村において別の国民年金手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

加えて、申立人が、申立期間に係る国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



徳島厚生年金 事案490 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和22年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和41年６月23日から同年11月10日まで 

ねんきん定期便を受け取ったがＡ事業所に勤務していた期間のうち、

昭和41年６月から同年９月までの期間に係る標準報酬月額が１万円、昭

和41年10月の標準報酬月額１万2,000円と記録されており、実際に支給さ

れた給与額に比べて低い標準報酬月額となっている。 

Ａ事業所に勤務する以前に勤務していた事業所での退職時の標準報酬

月額が２万2,000円であり、Ａ事業所では、当該標準報酬月額より高い給

与額を支給されていたと記憶している。 

調査の上、実際に支給された給与額に見合う標準報酬月額に訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人と

同時期に厚生年金保険被保険者の資格を取得した３人から回答が得られ、

いずれの者も当時の給与明細書等を保管していないが、複数の者が、「実際

の給与額に比べて、社会保険庁（当時）における自身の標準報酬月額の記

録が低いとは思わない。」と回答するとともに、社会保険庁の記録にある標

準報酬月額に見合った厚生年金保険料額よりも高い金額の保険料が給与か

ら控除されていたことをうかがわせる供述も得られない上、申立人は申立

期間当時の厚生年金保険料の控除額等を記憶していない。 

また、前述の同僚のうち、申立人と同じ職種、近い年齢、似通った経歴

とされる同僚が、厚生年金保険被保険者資格を取得した時の標準報酬額月

額は、申立人と同じ１万円であることが、前述の被保険者名簿において確

認できることなど、申立人の標準報酬月額のみ低く届け出られたことをう



かがわせる事情も見当たらず、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者原票において、申立人の標準報酬月額がさかのぼって訂正されたな

ど不自然な形跡も認められない。 

さらに、申立事業所は廃業し、当時の事業主も既に死亡しており、申立

人の申立期間における報酬月額及び保険料控除額等について確認できる関

連資料等は得られない。 

加えて、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案491 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和21年３月１日から23年９月１日まで 

終戦後の昭和21年３月にＡ事業所の所有するＢ丸に乗り組み、Ｃ業務

に従事した。 

その後、昭和23年９月にＤ事業所の所有するＥ丸において船員保険被

保険者の資格を取得したが、申立期間においては、Ｂ丸において船員保

険に加入していたと思うので、調査の上、船員保険の被保険者記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の同僚の供述等から判断すると、申立人がＡ事業所の所有するＢ

丸に乗り組んでいたことは推認できる。 

しかし、申立事業所は、適用船舶所有者名簿において、昭和25年以降に

係る記載が確認できず、法人登記簿の記録も確認できないことから、当時

の賃金台帳等の関連資料が得られない上、申立人においては、船員手帳等

の資料は所持していないなど、申立人の当時の雇入れ期間、船員保険の加

入状況及び船員保険料の控除の状況等を確認できる関連資料は得られない。 

   また、申立人が記憶する同僚のＦ氏の所持する船員手帳によれば、同氏

が申立期間中の昭和21年８月13日から同年11月５日までの期間においてＢ

丸に雇入れされていた記載が確認できるものの、申立事業所に係る申立期

間に該当する船員保険被保険者名簿に同氏の氏名等は確認できないところ、

同氏は、｢Ａ事業所所有のＢ丸に、船員手帳に記載されている期間において、

申立人とともに乗り組んだ。その間は、船員保険には加入していなかった。｣

と供述している。 

   さらに、申立人が記憶する同僚のＧ氏は既に死亡しているが、前述の被

保険者名簿において、同氏の氏名等も確認できないことなどから判断する



と、当時、事業主は、乗組員について必ずしも全員を船員保険に加入させ

ていたとは限らない状況がうかがえる。 

加えて、申立事業所に係る船員保険被保険者名簿において被保険者10人

が掲載されているが、最も早い時期の被保険者資格取得は昭和22年10月１

日であり、それ以前に資格取得した者は確認できず、申立人及び前述のＦ

氏がＢ丸でともに乗り組んでいたとするＨ氏が同日付けで被保険者資格を

取得（資格喪失日は昭和24年５月21日）しているが、Ｈ氏は既に死亡して

おり、同氏が船員保険の被保険者期間に乗り組んでいた船舶が申立人の主

張するＢ丸であることを確認できる供述等は得られない上、申立人におい

ては、｢Ｂ丸での業務を終えてからＤ事業所の所有するＥ丸に乗り組むまで

の期間のうち、失業していた期間がある。｣と供述するなど、申立人が申立

期間のうち同日以降の期間において、Ｂ丸に乗り組み、船員保険の被保険

者として給与から船員保険料を控除されていたことをうかがわせる資料や

供述は得られない。 

   このほか、申立期間に係る船員保険料の控除をうかがわせる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案492 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和17年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和33年11月21日から39年１月１日まで 

私のＡ事業所における厚生年金保険加入期間が、請求した記憶が無い

にもかかわらず、社会保険事務所（当時）から脱退手当金を受給した記

録となっていることに納得できないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び申立人が所持す

る厚生年金保険被保険者証には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の押

印が確認できるとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤

りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月

後の昭和39年３月19日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自

然さはうかがえない。 

また、Ａ事業所は、｢当時、退職する者には、脱退手当金について説明し、

代理で請求手続を行っていた。｣と回答しているところ、同社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の健康保険番号の前後148

人の被保険者記録を確認したところ、脱退手当金の受給記録が確認できた

17人全員が資格喪失日から５か月以内に脱退手当金の支給決定がなされて

いることが確認できるとともに、うち３人は、「脱退手当金を受領したが、

請求手続については、会社が代理でしてくれた。」と供述していることなど

から、申立人についても、事業主による代理請求がなされたものと考えら

れる。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申



立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案493 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、両申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和11年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和27年４月から28年１月まで 

             ② 昭和30年３月から同年10月まで 

私は、申立期間①においてＡ事業所で勤務し、また、申立期間②にお

いてはＢ事業所（現在は、Ｃ事業所）で勤務していたにもかかわらず、

厚生年金保険の被保険者記録が無いことに納得できない。 

両申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、同僚の供述などから判断すると、申立人が申

立期間①当時、Ａ事業所で勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立事業所は解散し、当時の事業主も既に死亡しているため、

申立人の申立期間①における給与からの厚生年金保険料の控除等を確認

できる関連資料や供述を得ることはできない。 

また、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間①を含む昭和25年11月１日から34年４月15日までの期間におい

て厚生年金保険被保険者の資格を取得した者で、申立人が記憶する同僚

や申立人と同様に中学校卒業後に入社したと推認される同僚等へ照会し

６人から回答が得られたが、複数の同僚（当該同僚が同時期に入社した

と記憶する同僚を含む。）について、前述の被保険者名簿において確認

できる厚生年金保険被保険者資格の取得時期が、当該同僚の供述する勤

務開始時期と一致していないことが確認できる上、うち一人は、「入社

当初、見習、試用期間があり、当該期間については、厚生年金保険に加

入してもらえなかったと思う。」と供述していることなどから判断する

と、当時、申立事業所では、必ずしもすべての従業員を入社と同時に厚



生年金保険に加入させていたとは限らない状況がうかがえる。 

    さらに、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

申立期間①を含む昭和26年３月10日から申立人が厚生年金保険被保険者

の資格を取得した28年２月18日までの記録に、申立人の氏名等は無く、

申立人の資格取得日の訂正等が行われた形跡も確認できない。     

２ 申立期間②については、申立人の具体的な供述等から判断すると、期

間の特定はできないものの、申立人がＢ事業所に勤務していたことはう

かがえる。     

  しかし、Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人が記憶する同僚と推認される二人の氏名が確認できたが、死亡又

は連絡先等が不明であるため照会を行うことができず、同名簿において

連絡先等の確認できた他の12人に照会したところ、５人から回答が得ら

れたが、申立人を記憶する者はいない上、申立事業所においては、当時

の賃金台帳等の関連資料が保管されていないなど、申立人の申立期間②

当時の勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除等

を確認できる資料や供述が得られない。 

  また、申立人が記憶する同僚のうち複数の者について、前述の被保険

者名簿において氏名が確認できない上、回答が得られた同僚や、当時、

申立事業所の従業員であり、現在のＣ事業所の役員は、「厚生年金保険

に加入するか否か、会社から希望確認があった。」、「厚生年金保険に

加入していなかった従業員も多くいた。」とそれぞれ供述していること

などから判断すると、当時、申立事業所では、必ずしもすべての従業員

を厚生年金保険に加入させていたとは限らない状況がうかがえる。 

さらに、Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

申立事業所が厚生年金保険の適用事業所に該当していた昭和29年７月１

日から30年12月１日までの期間に係る被保険者記録に、申立人の氏名は

無く、健康保険番号に欠番も無い。 

３ このほか、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚

生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案494 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和12年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和39年３月１日から42年４月30日まで 

昭和 39 年３月１日から 42 年４月 30 日までの期間において、Ａ事業所

のＢ出張所でＣ業務員として勤務していたのに申立期間に係る厚生年金

保険の被保険者記録が確認できない。 

勤務していたことは事実であるので、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所（申立事業所）が保管する辞令簿から、申立人が昭和39年３月

20日から42年５月１日までの期間において、申立事業所のＢ出張所に勤務

していたことは確認できる。 

しかしながら、申立事業所は、「申立期間当時の賃金台帳、源泉徴収簿

等が保管されていないことから、申立人に係る厚生年金保険料の控除等の

状況を確認できない。」と回答しており、申立人の勤務実態、厚生年金保

険の加入状況及び厚生年金保険料の控除等を確認できる関連資料等は得ら

れない。 

また、申立人から提出された役職員名簿から、申立人と同時期に申立事

業所で勤務していたことが推認されるＣ業務員について、申立事業所に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、厚生年金保険の被保険者

記録が確認できないところ、当該被保険者名簿において、申立期間当時、

厚生年金保険の被保険者記録が確認でき、Ｃ業務員以外の職種であったと

する同僚は、「昭和40年ごろ、Ｃ業務員の社会保険の加入については、本

人の希望により加入させるか否かを決めていたように思う。」と供述して

いること等から判断すると、申立事業所は、必ずしも従業員のすべてを厚



生年金保険に加入させていたとは限らない状況がうかがえる。 

さらに、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認し

たところ、昭和38年10月28日から42年６月１日までの期間において厚生年

金保険被保険者の資格を取得している者の中に、申立人の氏名は無く、健

康保険番号に欠番も無い。 

加えて、オンライン記録から、申立人は、申立期間において国民年金に

加入し、国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案495 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 (死亡) 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正６年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和33年２月16日から同年３月11日まで 

Ａ事業所に昭和33年２月16日に入社し、同年５月に事業所名が変更さ

れたものの職場の異動等も無く、45年２月16日までの期間において継続

して勤務した。 

厚生年金保険被保険者資格の取得日が入社日と異なっていることに納

得できないので、調査の上、申立期間について厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と

同時期に厚生年金保険被保険者の資格を取得したことが確認できる同僚に

照会したところ７人から回答が得られたものの、申立人の申立事業所への

入社日及び厚生年金保険料の控除等を記憶している者はおらず、申立事業

所は既に廃業し、当時の事業主の所在等も確認できないことから、申立人

の申立事業所における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び供述は得られない。 

また、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認した

ところ、昭和32年９月15日から33年３月10日までの期間において厚生年金

保険被保険者の資格を取得している者の中に、申立人、及び申立人の妻が

記憶する複数の同僚の氏名は無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、



申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 なお、申立事業所と合併したＢ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿においても、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記

録は確認できず、申立人が申立事業所の関連会社であったとするＣ事業所

（後の、Ｄ事業所）は、適用事業所名簿において、申立期間後の昭和 33 年

５月 25 日に厚生年金保険の適用事業所に該当していることが確認できる

上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿においても、申立人に

係る申立期間当時の厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案496 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、両申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和21年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和41年11月27日から42年６月５日まで 

             ② 昭和48年３月１日から50年４月１日まで 

私は、申立期間①については、Ａ事業所に勤務していた。関連資料等

は無いが、給与から厚生年金保険料を控除されていた記憶がある。 

また、申立期間②については、Ｂ事業所に勤務していた。当時の複数

の同僚は、現在、同社に係る厚生年金保険の被保険者記録も保険給付に

反映された年金額を受給しているらしいが、私は、申立期間②に係る厚

生年金保険の被保険者記録が反映されていない。 

両申立期間について、厚生年金保険の被保険者記録が無いことに納得

できない。調査の上、両申立期間について厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、適用事業所名簿において、Ａ事業所は厚生年金

保険の適用事業所に該当していたことが確認できない上、商業登記簿の

記録においても当該事業所は確認できない。 

また、申立人はＡ事業所の事業主及び同僚の氏名を記憶しておらず、

所在等を確認し供述を得ることができないことから、申立人の申立期間

①当時の勤務実態及び厚生年金保険料の控除状況等について確認するこ

とができない。 

２ 申立期間②について、雇用保険の被保険者記録及び同僚の供述から判

断すると、申立人が昭和48年12月２日から50年１月10日までの期間にお

いて、Ｂ事業所に勤務していたことは確認できる。           

しかしながら、Ｂ事業所は、「当社の保管する従業員記録及び健康保

険厚生年金保険被保険者資格取得届に、申立人の氏名は無く、申立人の



給与から厚生年金保険料を控除していた事実について確認できない。」

と供述していることから、申立人の勤務実態、厚生年金保険の加入状況

及び厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び供述は得ら

れない。 

また、Ｂ事業所に勤務していたとする複数の従業員は、「入社時に社

会保険に加入するか否か希望を聞かれた。」と供述していることから判

断すると、Ｂ事業所では、必ずしも従業員のすべてを厚生年金保険に加

入させていたとは限らない状況がうかがえる。   

さらに、Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認し

たところ、申立期間②を含む昭和48年１月１日から50年７月10日までの

期間において、厚生年金保険被保険者の資格を取得している者の中に、

申立人の氏名は無い。 

加えて、国民年金被保険者連名表及びオンライン記録から、申立人は

申立期間②について、国民年金に加入し、国民年金保険料を納付してい

ることが確認できる。 

３ このほか、申立人が、両申立期間に係る厚生年金保険料を控除されて

いたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、関連資料及び周辺事

情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険

料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案497 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和44年10月１日から45年10月１日まで 

私は、Ａ事業所に18年間勤務した。同社を退職する際、同社の従業員

に「後２年間勤務すれば、勤続年数が20年となり、退職金等の支給条件

が良くなるのに惜しい。」と言われたことを記憶している。 

しかし、申立期間の厚生年金保険の被保険者期間が無い。申立期間当

時、営業成績も悪くなかったと記憶しているにもかかわらず、同社に係

る厚生年金保険の被保険者期間が約17年間であることに納得いかない。 

調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時入社したとする同僚の供述から判断すると、申立人が、申

立期間のうち、昭和45年２月以降の期間において、Ａ事業所に勤務してい

たことは推認できる。 

しかしながら、申立人は、「営業成績が厚生年金保険の加入に係る条件

であったことを記憶している。」と主張しており、申立事業所に係る健康

保険厚生年金保険被保険者原票において、申立期間当時、厚生年金保険の

被保険者記録が確認でき、申立人が同じＢ業務員であったと記憶する同僚、

及び事務職であったとする複数の同僚も、「Ｂ業務員は、営業成績によっ

て厚生年金保険に加入できるか否かが決まっていたという話を聞いたこと

がある。」、「Ｂ業務員は、営業成績によって厚生年金保険に加入できる

か否かが決まっていた。営業成績の査定期間があり、それまでの成績によ

って１年間の査定期間と６か月の査定期間が設けられており、その査定期

間は厚生年金保険に加入できなかった。」、「当時、Ｂ業務員は、見習社

員（入社から６か月後等に行われる審査に合格する前のＢ業務員）、特例



社員（月の売上げが50万円までの金額であるＢ業務員）、勤倹社員（月の

売上げが50万円以上の金額であるＢ業務員）に分かれており、特例社員又

は勤倹社員になると、職場の労働組合にも加入し厚生年金保険にも加入で

きた。」とそれぞれ供述していることから判断すると、当時、事業主は、

従業員について必ずしも全員を厚生年金保険に加入させていたとは限らな

い状況がうかがえる。 

また、申立人は、「私は、営業成績が悪くて困った記憶が無いので、継

続して正社員であり、厚生年金保険にも加入していると思う。」と主張し

ているものの、前述の複数の同僚から事情を聴取しても、申立人の申立期

間に係る営業成績の状況、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の

控除が確認できる具体的な供述を得ることができない。 

さらに、申立事業所は既に解散しており、申立事業所の清算団体も平成

19年に解散していることから、申立人の勤務実態、厚生年金保険の加入状

況及び厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び供述は得ら

れない。 

加えて、申立事業所に係る厚生年金保険被保険者原票を確認したところ、

申立人は、昭和43年３月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、44

年10月１日に同資格を喪失した後、45年10月１日に同資格を再度取得し、

61年３月26日に同資格を再度喪失していることが確認でき、44年６月１日

から45年９月30日までの期間において、厚生年金保険被保険者の資格を取

得した者の中に、申立人の氏名は無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 


